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地方公務員等共済組合法施行令等の一部を改正する等の政令及び平成三十

一年度における旧地方公務員等共済組合法による退職年金等の給料年額改

定率の改定に関する政令の一部を改正する政令等の施行について（通知）

地方公務員等共済組合法施行令等の一部を改正する等の政令及び平成三十一年度にお

ける旧地方公務員等共済組合法による退職年金等の給料年額改定率の改定に関する政令

の一部を改正する政令（令和２年政令第１０４号）が公布され、地方公務員等共済組合

法施行令等の一部を改正する等の政令（平成２３年政令第１５１号。以下「平成２３年

改正令」という。）及び平成三十一年度における旧地方公務員等共済組合法による退職

年金等の給料年額改定率の改定に関する政令（平成２８年政令第１３２号）が改正され

ます。

さらに、地方公務員等共済組合法施行規則等の一部を改正する省令（令和２年総務省

令第２３号）が公布され、地方公務員等共済組合法施行規則（昭和３７年自治省令第２

０号）及び地方公務員等共済組合法施行規則等の一部を改正する省令（平成２３年総務

省令第５２号。以下「平成２３年改正省令」という。）が改正されます。

ついては、このたびの改正概要は下記のとおりですので、関係事項を貴都道府県内の

市町村（一部事務組合を含む。）並びに市町村職員共済組合及び都市職員共済組合に対

し通知の上、その施行に遺漏のないよう願います。



記

地方公務員等共済組合法施行令等の一部を改正する等の政令及び平成三十一年度におけ

る旧地方公務員等共済組合法による退職年金等の給料年額改定率の改定に関する政令の

一部を改正する政令について

第１ 地方議会議員の年金の額の改定に関する事項（第１条関係）

地方議会議員であった者に係る令和２年４月分以後の月分の地方議会議員年金の

額については、以下のとおり他の公的年金と同様に名目手取り賃金変動率等により

改定することとされたこと。

１ 賃金スライドによる年金額算定の基準日は、令和元年６月１日とされたこと。

（平成２３年改正令附則第２条の２第１項関係）

２ 物価スライドに用いる改定率は、４．８１８とされたこと。（平成２３年改正令

附則第２条の２第２項関係）

第２ 給料年額改定率の改定に関する事項（第２条関係）

令和２年度における昭和６１年３月３１日以前に給付事由の生じた地方公務員等

共済組合法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第１０８号）第１条の規定に

よる改正前の地方公務員等共済組合法（以下「旧地共済法」という。）による年金

の裁定替え（旧地共済法による年金に係る昭和６１年４月以後の年金額の改定をい

う。）におけるいわゆる通年方式による給料比例部分の額の算定基礎となっている

給料年額に乗ずることとされる給料年額改定率は、受給権者の生年月日の区分に応

じ、次の表に掲げる率とされたこと。

受 給 権 者 の 区 分 給料年額改定率

昭和５年４月１日以前に生まれた者 １．２２３

昭和５年４月２日から昭和６年４月１日までの間に生まれた者 １．２３３

昭和６年４月２日から昭和７年４月１日までの間に生まれた者 １．２６０

昭和７年４月２日から昭和８年４月１日までの間に生まれた者 １．２６６

昭和８年４月２日から昭和10年４月１日までの間に生まれた者 １．２６６

昭和10年４月２日から昭和11年４月１日までの間に生まれた者 １．２７２

昭和11年４月２日から昭和12年４月１日までの間に生まれた者 １．２８２

昭和12年４月２日から昭和13年４月１日までの間に生まれた者 １．２９３

昭和13年４月２日以後に生まれた者 １．２９４



地方公務員等共済組合法施行規則等の一部を改正する省令について

第３ 地方議会議員年金制度に係る地方公共団体の負担等に関する事項（第２条関係）

共済給付金の給付に要する費用は、地方公共団体が負担することとされ、令和２

年度の負担金の算定方法及び支払方法については、以下のとおりとされたこと。

（平成２３年改正省令附則第２条関係）

（１）給付費負担金の算定方法

① 都道府県

令和２年４月１日における当該地方公共団体の議会の議員の標準報酬月額の総

額に１２を乗じて得た金額に１９．１／１００を乗じて得た金額

② 市区町村

令和２年４月１日における当該地方公共団体の議会の議員の標準報酬月額の総

額に１２を乗じて得た金額に３５．４／１００を乗じて得た金額

（２）給付費負担金の支払方法

第１回目 給付費負担金の１０分の５に相当する金額 令和２年５月

第２回目 給付費負担金の１０分の２に相当する金額 令和２年８月

第３回目 給付費負担金の１０分の２に相当する金額 令和２年１１月

第４回目 給付費負担金から、当該金額のうち当該年度に 令和３年２月

おいて既に払込みをした金額を控除した金額

＊支払日の期限は各月の２０日とする。

第４ 団体組合員に係る業務及び地方公務員共済組合連合会における経理に関する事項

（第１条関係）

地方職員共済組合の団体組合員に係る業務及び地方公務員共済組合連合会におけ

る経過的長期給付調整経理並びに経過的長期預託経理に係る準用規定について、所

要の整備を行ったもの。

その他の事項について

第５ その他

追加費用対象期間を有する者に係る年金額について、令和２年度における控除調

整下限額は、平成２７年経過政令第５４条及び第１２２条の規定により昭和１３年

４月１日以前に生まれた者については２，３４３，９００円とされ、同月２日以後

に生まれた者については２，３３９，２００円とされたこと。

施行期日

令和２年４月１日から施行することとされたこと。


